
・掲載内容の詳細や最新情報については、お問い合わせいただくか、市ホームページをご覧ください。費用の記載のないものは、原則無料です
・各記事中の二次元コードは、事業の詳細や申込フォーム等へご案内するものです

　皆さんから納めていただいた市税の市民１人
当たりおよび１世帯当たりの額と、皆さんに還
元された額（行政サービス）は、以下のとおり
です。（普通会計−地方財政状況調査による）
※人口は１２５,１７４人、世帯数は６３,４６９世帯（令和
７年１月１日現在）

都市計画税の使い道
　都市計画税は、都市計画事業や区画整理事業に要する費用に
充てるための目的税で、令和６年度は２０億
４,060万９千円でした。
　その都市計画税は、次の主な事業の一部に
充てられました。
▷公園事業（児童遊園・子供広場、緑地、都市公園等の維持管
理および整備）
▷市街地開発事業（東小金井駅北口土地区画整理事業委託料）
▷地方債償還（街路事業・下水道事業・市街地開発事業等）

市民１人当たり� １８５,６４0円
１世帯当たり� ３６６,１２０円

市税負担額
市民１人当たり� ４５７,５３４円
１世帯当たり� ９０２,３５１円

行政サービス費

市民税
９８,２３３円
１９３,７３６円

固定資産税
  ６６,２７2円
１３０,７０１円

都市計画税
１６,３０２円
３２,１５１円

市たばこ税
４,２０８円
８,２９９円

その他（軽自動車税）
   ６２５円
１,２３３円

民生費
２３０,２６３円
４５４,１２６円

議会・総務費
  ５４,５５４円
１０７,５９２円

土木費
１９,３３８円
３８,１３９円

衛生費
８３,８８２円
１６５,４３3円

教育費
３６,４４４円
７１,８７4円

公債費
１６,１３５円
３１,８２１円

消防費
１２,８００円
２５,２４４円

労働・農林水産業・商工費
４,１１８円
８,１２２円

総務費　89％
51,787円
58,418円

民生費　99％
230,263円
231,970円

小金井市

衛生費　227％
83,882円
36,983円

土木費　57％
19,338円
34,101円

小金井市民１人当たりの額
多摩26市平均１人当たりの額

  457,534円  歳出合計　　　　　　＝100%　  459,608円

消防費　94％
12,800円
13,562円

教育費　63％
36,444円
57,499円

公債費　86％
16,135円
18,839円

その他　84％
6,885円
8,236円

多摩26市平均
（100%）

多摩26市平均
（100％）

公債費　86%
16,135円
18,839円

補助費等　120％
57,559円
48,158円

繰出金　84％
33,791円
40,307円

投資的経費　142％
60,141円
42,449円

扶助費　96％
143,495円
149,883円

人件費　92％
55,642円
60,413円

小金井市

物件費　92％
71,256円
77,081円

小金井市民１人当たりの額
多摩26市平均１人当たりの額

その他　87％
19,515円
22,478円

  457,534円  歳出合計　　　　　　＝100%　  459,608円

　衛生費は平均を上回り、民生費、総務費、土
木費、消防費、教育費、公債費は平均を下回り
ました。

目的別歳出額
　補助費等、投資的経費は平均を上回り、人件
費、扶助費、公債費、物件費、繰出金は平均を
下回りました。

性質別歳出額
　個人市民税、都市計画税は平均より多くなっ
ています。なお、個人市民税は標準税率を採用
しており、多摩２６市では同じ税率となっていま
す。

市税額

多摩２６市平均と市民１人当たりの額を比較してみると
（普通会計−地方財政状況調査による）

　毎年度、健全化判断比率４指標および資金不足比率を算定し
ています。各比率が一定の基準以上となった場合は、財政健全
化計画等の作成と改善努力が義務付けられます。
　令和６年度決算に基づく市の各比率は、すべて基準を下回
り、財政状況は健全段階にあります。

用語説明

　次の用語は健全化判断比
率４指標で、標準財政規模
（市の一般的な歳入規模）
に対する割合です。
▷実質赤字比率　一般会計
等の実質赤字額の割合

▷連結実質赤字比率　全会
計の実質赤字額の割合
▷実質公債費比率　公債費
および公債費に準じた経費
が占める割合
▷将来負担比率　一般会計
等が将来負担すべき実質的
な負債の大きさを示す割合

健全化判断比率� （単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率
実質公債費
比率 将来負担比率

小金井市 ― ― １．９ ―

早期健全化基準 １２．０４ １７．０４ ２５．０ ３５０．０

財政再生基準 ２０．００ ３０．００ ３５．０

※実質赤字額、連結実質赤字額、将来負担比率がない場合は「―」
と表示しています

資金不足比率� （単位：％）
特別会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準

下水道事業 ― ２０．０
※資金不足額がない場合は「―」と表示しています
※資金不足比率は、事業規模に対する公営企業の資金不足額の割合です

健全化判断比率および資金不足比率

市税負担額と
行政サービス費

都市計画税　117％
16,302円
13,929円

その他　34％
625円
1,820円

法人市民税　51％
5,507円
10,711円

個人市民税　122％
92,726円
75,716円

固定資産税　91％
66,272円
73,198円

小金井市

多摩26市平均
（100％）

市たばこ税　72％
4,208円
5,827円

小金井市民１人当たりの額
多摩26市平均１人当たりの額

185,640円市税合計 　　　　　 ＝102％　181,201円

令和７（2025）年12月1日　No.1592 5市報


